






















　 A. Watson, The Digest of Justinian, Philadelphia, c1985（以下、英訳）
　 C. E. Otto, B. Schilling, C. F. F. Sintenis, Das Corpus Iuris Civilis, Leipzig, 
1831─1839（以下、旧独訳）
　 O. Behrends, R. Knütel, B. Kupisch, H. H. Seiler, Corpus iuris civilis : Text 
und Übersetzung, Heidelberg, c1990─c2012（以下、新独訳）
　 M. Hyamson, Mosaicarum et romanarum legum collatio, Buffalo, N. Y., 
1997（以下、Hyamson 版）
　 J. E. Spruit, K. E. M. Bongenaar, Gaius en Paulus, De Walburg Pers, 1984
（以下、蘭訳）
（ 7 ）略語は以下の例による。
Coll. ＝ Collatio legum Mosaicarum et Romanarum.
Cons. ＝ Consultatio ueteris cuiusdam iurisconsulti.
Cod. ＝ Codex Iustinianus.
Cod. Th. ＝ Codex Theodosianus.
Dig. ＝ Digesta Iustiniani.
Dosith. Fr. ＝ Fragmentum quod Dositheanum dicitur.
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Gai. Ep. ＝ Epitome Gai Institutionum.
Inst. ＝ Institutiones Iustiniani.
Paul. ＝  Sententiarum receptarum libri V, qui uulgo Iul. Paulo adhuc 
tribuuntur.
Theoph. ＝  Institutionum graeca Paraphrasis Theophilo antecessori uulgo 
tributa rec. Ferrini.
Vlp. ＝  Tituli XXVIII ex corpore Vlpiani, qui uulgo Vlpiano adhuc tribuuntur.























































1　§§ 6─9 Dig. 40. 12. 19にもとづく。1A　§§ 1─2 Dig. 39. 4. 9にもとづく。











































1A　§§ 11─15 Dig. 39. 4. 11にもとづく。

















































には、その物の 4 倍額で訴えられ、その後は 1 倍額を訴えられる。























4　§ 1 Gai. 3. 220を参照。























4　§ 3 Gai. 3. 220, 221を参照。§ 4 Gai. 3. 220を参照。§ 5 Dig. 47. 11. 1. pr. にもとづ
く。§§ 6─7 Gai. 3. 223, 224を参照。
























（ 2 ）　本文は Kr. の提案による。




























4　§§ 13─14 Dig. 47. 11. 1. 1, 2にもとづく。Gai. 3. 220を参照。






















（ 4 ）　FIRA では condemnatos となっているが他の諸校訂、例えば Seckel─Kübler
では condemnatus となっており、FIRA は誤植と思われる。





















5 a（6 a） それぞれの事案では、訴訟に関係している全員が出席した時に、
5A　§§ 5a Dig. 42. 1. 47にもとづく。













































（ 5 ）　Mom. の Dig. は minoribus に代えて bonorum eius を補っている。Seckel─
Kübler は Cuiacius に従って、minoribus を削除し possessione の後に bonorum を
加えている。
5A　§ 11 Appendix 1. 16にもとづく。5B　Dig. 42. 5. 39にもとづく。
























6　§ 1a Dig. 43. 6. 3にもとづく。§ 1b Dig. 43. 9. 2にもとづく。§ 1 Gai. 4. 148, 149, 
152を参照。
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6　§§ 3─6 Gai. 4. 154を参照。





















































（ 7 ）　典拠となる Dig. では当該法文はスカェウオラ法文の中に組み込まれており、
6　§ 8c Dig. 43. 20. 7にもとづく。§ 8d Dig. 8. 6. 21にもとづく。§ 8e Dig. 8. 6. 23にも
とづく。§ 8f Dig. 8. 6. 25にもとづく。





































































































7　§§ 2a, 2b Dig. 45. 1. 136にもとづく。























（ 8 ）　Kr. および FIRA では filiam となっているが、他の校定本（例えば Seckel─
Kübler 等）では filium となっている。

























（ 9 ）　FIRA のテキストはラテン語の文章として文法的に成り立ちがたいので、原注
9 掲載の Kr. が提案するテキストに従って翻訳した。
9　§ 2 Kr. は以下のように訂正する。‘dantis quam accipientis heredes, procuratorum 
quoque eorum cognitorumque personae eadem stipulatione comprehenduntur, 
itemque...’







































4 1 つの物が 2 人に贈与される場合、物が引渡された者が有利である。
その者が後で受諾したか先に受諾したか、また〔キンキウス法の贈与の禁
止から〕除外された人々であるかどうかは重要ではない。





















































12　§§ 1a─1c Dig. 49. 14. 45 pr., §§ 1, 2にもとづく。§ 1 Dig. 49. 14. 45. 2にもとづく。
§ 1d Dig. 49. 14. 45. 3にもとづく。Fr. de iure fisci, § 19を参照。












































12　§ 8 Dig. 28. 5. 92にもとづく。§ 9 Dig. 28. 1. 31にもとづく。§ 9a Dig. 32. 23にも
とづく。§ 9b Dig. 1. 19. 2にもとづく。













































12　§§ 17─22 Dig. 49. 14. 45. 4─14にもとづく。











































14　§§ 2─5 Dig. 48. 18. 18 pr. §§ 1─3にもとづく。15　§§ 1 Coll. 9. 3. 1にもとづく。一
部 Dig. 22. 5. 24にもとづく。












































（10）　iudex tutelaris という表現はこの Pauli Sententiae の法文以外には見られない
が、Dig.45.1.122.5には同表現が存在し、これは元来 praetor tutelae であったので
はないかとの指摘もある。Cfr. Heumann─Seckel, iudex 1） a） aa）
16　§ 2 Dig. 48. 18. 18. 4にもとづく。




















（11）　Schulting は Qui を Si quis としており、これに従えば「ある者が奴隷を自身
について拷問されないように購買した場合、代金が返却されたならば、〔奴隷は〕
尋問されることができる。」となる。























（12）　Seckel─Kübler は Dig.48.2.8 Macer libro secundo de publicis iudiciis にもとづ
いて再構成している。
16　§ 11a Dig. 48. 2. 9にもとづく。





















17 金銭に関する全ての訴訟において、個々の訴訟に延期は 1 回しか与え















1 家畜泥棒とは、 1 頭の雄馬、 2 頭の雌馬、同数の牛、あるいは10頭の
雌山羊、または 5 頭の雌豚を〔厩舎あるいは放牧場から〕追い払った者で
ある。上記の数の範囲内であれば奪い去られた家畜が何であれ、家畜泥棒
は盗の罰で、盗の態様に応じて 2 倍額あるいは 3 倍額で訴えられる。棒で
殴られたうえで 1 年間の公共労役刑が科せられ、あるいは鎖につながれて
〔家畜の〕所有者に返される。
（13）　Hu. は、epitome aegidiana から取り入れた以下の文章を1. とする。すなわち
「訴訟の打ち切りは、訴えの破壊、忘却、あるいは消滅である Abolitio est deletio, 
obliuio uel exstinctio accusationis.」である。Kr. はこれに配慮し、本文の5.17.1や
5.17.2が、5.17.2や5.17.3となる可能性を（　）で示している。
18　§ 1 Coll. 11. 3にもとづく。










































20　§ 1─5 Coll. 12. 4, 2, 3にもとづく。Vesontino Cod. にもとづき Cuiacius, Obseru., 
21. 21は復元している。











































21A　Dig. 48. 19. 38 pr., § 1にもとづく。22　§ 1 Dig. 48. 19. 38. 2にもとづく。






















22　§§ 5, 6 Dig. 48. 19. 38. 3, 4にもとづく。23　§ 1 Coll. 1. 2. 8. 4にもとづく。§ 2 






















23　§ 4 Coll. 1. 7. 2 Dig. 48. 8. 17にもとづく。§ 5 Coll. 2. 7にもとづく。§ 6 Coll. 3. 2
にもとづく。§ 7 Coll. 1. 13 Dig. 48. 6. 11. 2にもとづく。§ 9 Coll. 7. 2にもとづく。












































23　§ 18 Kr. は、［　］で囲まれた文言はパウルスのものではないと考えている。













































25　§ 6a Dig. 48. 19. 38. 6にもとづく。§§ 7, 8 Dig. 48. 19. 38. 7, 8にもとづく（FIRA
では Dig. 48. 19. 37. 7, 8と記載されていたが、誤記と考え訳者が訂正した）。




































































































30A　Coll. 14. 2にもとづく。Lex. Rom. Burg. 20を参照。












































31　§§ 4 Dig. 49. 16. 16にもとづく。§§ 5, 6 Dig. 48. 19. 38. 11, 12を参照。







































7 〔自由の〕主張者が上訴する場合、訴訟の評価額の 3 分の 1 について
担保を設定しなければならない。




れは俗に apostolus と呼ばれるものである。その申請と受領は、 5 日のう
ちに官吏によりなされるべきである。
33　§ 8 Cuiacius, Obseru. 21. 22は Vesontino Cod. にもとづいて復元している。
394　　早法 95 巻 2 号（2020）
IP これについては、上訴の担保および罰金についてという表題のもとで、
以前に検討された。
2 指定された期間に上訴を申請あるいは受領あるいは返送しなかった者
は、前書によって訴訟から排除され、上訴の罰金を支払うことを強制され
る。
［35　上訴が認められる原因について］
1 死刑に関する事件の上訴の利益と、身分の状態自体を、我々はまさに
我々自身を通じてしか追及することができない。なぜなら、出廷していな
い者は誰も奴隷状態に置かれえない、あるいは有責判決を下されえないか
らである。
IP 死刑に関する事件において、同様に地位に関する、すなわち自由状態あ
るいは奴隷状態に関する事件において上訴された場合、代理人を通じてでは
なく、出廷者自身が主張しなければならない。なぜなら、出廷していない者
は誰も死刑判決あるいは奴隷状態の判決を下されえないからである。
2 遅れた上訴と判決内容を実行した当事者や自白した者によってなされ
た上訴は、認められないというのが通説となった。
IP 正当な理由があると信じてではなく、自らに不利な判決が出されないよ
うに遅滞を生じさせるために上訴した場合、あるいは、判決が下されないよ
うに自らの行為について認諾した者が上訴しようとした場合、これらの上訴
は認められない。
3 上訴をする者が〔事件を担当した〕審判人自身を非難して上訴するこ
とはあってはならない。従ってこのような行為は皇帝の裁量によって罰さ
れる。
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［36　上訴の後には何が注意されるべきか］
1 占有者が上訴するときには、中間時の果実を供託することがふさわし
い。しかし原告が上訴するときには、この場合には果実は供託物ではあり
えず、また果実の名義で担保の設定が申し立てられることも不当である。
IP 事情の聴聞の後に占有者が審判人に上訴するとき、第二の聴聞の結果が
確定しない間、訴えられている占有のその果実が供託されることは正当であ
る。一方で、〔一審の〕原告が上訴したときには、彼がそれを申し立てるこ
とはできない。なぜなら、持っていないので供託することはできないからで
ある。
2 建物あるいは奴隷について上訴される場合、それらの賃料や代価が、
船について訴えられる場合には送料も、供託されるのが常である。
［37　上訴の損得について］
　上訴が不当であると宣告される場合には、〔訴訟が〕継続する間に相手
方が支出する費用の同額ではなく 4 倍額を返還するよう強制されること
が、常に定められるべきである。
IP 誰であれその上訴が不当であると宣告される場合、〔訴訟が〕継続され
る間に自身の相手方に負担することを強いた費用を、同額でなく 4 倍額で相
手方に返還するように強いられることになる。
